
寺内株式会社

現 金 ・ 預 金 1,526,362,768 買 掛 金 1,235,068,133

売 掛 金 830,233,610 未 払 金 105,858,056

商 品 2,420,199,749 リ ー ス 債 務 36,215,424

前 払 費 用 38,339,415 未 払 法 人 税 等 6,695,800

未 収 入 金 437,224,661 未 払 費 用 101,069,871

そ の 他 の 流 動 資 産 350,396 預 り 金 7,287,366

賞 与 引 当 金 67,050,000

そ の 他 の 流 動 負 債 808,125

5,252,710,599 1,560,052,775

建 物 815,747,099 預 り 保 証 金 3,000,000

建 物 附 属 設 備 128,496,874 役員退職慰労引当金 14,184,000

什 器 備 品 78,395,695 退 職 給 付 引 当 金 472,140,000

一 括 償 却 資 産 710,813 資 産 除 去 債 務 2,800,000

土 地 2,139,318,093 長 期 リ ー ス 債 務 54,323,136

有 形 リ ー ス 資 産 83,837,020

3,246,505,594

電 話 加 入 権 3,080,000 546,447,136

ソ フ ト ウ ェ ア 107,509,701 2,106,499,911

資 本 金 51,000,000

110,589,701 資 本 準 備 金 332,400,000

投 資 有 価 証 券 400,000 資 本 剰 余 金 332,400,000

出 資 金 600,000

長 期 前 払 費 用 1,487,717 繰 越 利 益 剰 余 金 6,792,998,384

保 証 金 387,687,041 利 益 剰 余 金 6,792,998,384

長 期 繰延 税 金 資産 282,917,643 自 己 株 式

株 主 資 本 計 7,176,398,384

673,092,401 その他有価証券評価差額金

4,030,187,696 評価・換算差額等計

7,176,398,384

9,282,898,295 9,282,898,295

有 形 固 定 資 産 計

資 産 合 計

繰 延 資 産

固 定 資 産 計

投 資 等 計

無 形 固 定 資 産 計

負 債 及 び 純 資 産 合 計

負 債 合 計

純 資 産 合 計

純資産の部

貸   借   対   照   表

（単位：円）

資  産  の  部

金  額

負  債  の  部

金  額

（２０２２年３月３１日）

流 動 資 産 計 流 動 負 債 計

科     目科     目

固 定 負 債 計



Ⅰ 重要な会計方針に係る事項に関する注記
１ 有価証券の評価基準及び評価方法

・・・・・ 期末日の市場価額等に基づく時価法

・・・・・ 移動平均法に基づく原価法

２ たな卸資産の評価基準および評価方法

商　　品 ・・・・・ たな卸資産の評価は売価還元法による原価法(貸借対照表価額は収益性の低下に

基づく簿価切下げの方法により選定)を採用しております。

３ 減価償却資産の減価償却の方法

・・・・・ 定率法を採用しております。

なお、平成１０年４月１日以降に取得した建物(建物附属設備を除く)

並びに平成２８年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物に

ついては、定額法によっております。

・・・・・ 定額法を採用しております。

・・・・・  所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

４ 引当金の計上基準

・・・・・ 従業員に支給する賞与の当期負担分について、支給見込額基準により

計上しております。

・・・・・ 役員の退職給付に備えて、役員規定により算出した期末退職金要支給額を

計上しております。

・・・・・ 従業員の退職給付に備えて、期末自己都合退職金要支給額を計上しております。

５ 収益及び費用の計上基準

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」という。)

及び「収益認識に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第30号 2020年３月31日）を

当事業年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、

当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。

　これにより、主として、顧客への商品の提供における当社グループの役割が代理人に該当する取引について、

顧客から受け取る対価の総額から第三者に対する支払額を控除した純額で収益を認識することと

しております。

６ 消費税等の会計処理方法

Ⅱ 当期純損失金額 １２４，５９０，４７７円

消費税等の会計処理は、税抜き方式によっております。

無形固定資産（リース資産を除く）

リース資産

賞 与 引 当 金

役員退職慰労引当金

退 職 給 付 引 当 金

個　　別　　注 　記　 表

時 価 の あ る も の

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均

法により算定）

時 価 の な い も の

有形固定資産（リース資産を除く）


